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【出題の趣旨】 

 

問題１ 

（１）ＡはＣに対し、まず、Ｂから取得した甲乙の所有権を主張してその返還を請求することが考えられる。

しかし、ＣがＡより先に甲乙をＢから譲り受けて登記を備えており、また、Ｃは背信的悪意者とはいえないか

ら、Ａは甲乙の所有権を主張できない。次に、Ｂはほぼ唯一の資産である甲乙をＣへ譲渡しているから、Ａの

詐害行為取消権行使が考えられる。しかし、財産分与・離婚慰謝料としての財産譲渡は、不相当に過大でない

限り詐害行為にならない。本問では、ＢＣ共同経営の収益 2400 万円の半分に対しＣの実質的な持分を認める

ことができるから、その精算のほかに離婚慰謝料・扶養を考えると、Ｃの得た 1300 万円は不相当に過大では

ない。したがって、Ｃへの甲乙の譲渡を詐害行為として取り消すことができない。 

（２）では、ＢＣ間の離婚に実質的な離婚意思がないが、離婚届提出の意思だけでも離婚は有効と解されてい

る。しかし、共同生活が継続するときは普通、財産分与の意思がないから虚偽表示として無効になる。その結

果、Ｃは無権利者であり、Ａは登記がなくても所有権を主張してＣに甲乙の返還と移転登記抹消手続を請求で

きる。離婚の合意と財産分与の合意を区別し、それぞれの無効原因を整理して検討することが求められている。 

（１）（２）はともに財産法と家族法にまたがる問題であり、家族法についても十分な学習が望まれる。 

 

問題２ 

（１）ＡＢ間の基本賃貸借契約関係が消滅する場合には､Ｂの転貸権限も消滅するので、Ｃは、原則的には、

Ａの退去請求に応じなければならなくなる｡しかし、ＡＢ間で基本賃貸借を合意解除する場合のように信義則

違反と認められる場合には､Ａは、基本賃貸借の終了の効果をＣに対抗することができない（判例）。設問では、

形式的には合意解除がある｡しかし、その背後には、家賃不払いという債務不履行に基づく解除原因があると

考えられる。このような場合には､形式的には合意解除のように見えても、実質的には不履行解除と同様に評

価して、Ａは、基本賃貸借の解消をＣに対抗することができると考えるべきである。判例の準則を押さえつつ、

一歩つっこんだ理解が試される。 

（２）Ｃは、利害関係のある第三者として、ＢのＡに対する賃料債務（８万円）を弁済することができる（民

４７４条）。第三者弁済の結果、Ｂの賃料債務は消滅し、ＣはＢに対して求償債権（８万円）を取得する。他

方、ＣのＢに対する転借料支払債務（７万円）は、Ｃが行った第三者弁済とは関係なく存続している。したが

って、Ｂは、Ｃに対してこの支払いを請求することができる。しかし、Ｃは、これに対して、求償債権を自働

債権とする相殺（民５０５条）を行うことができる。相殺に基づいてＣの債務は消滅するから、Ｃは、Ｂの請

求に応じる必要がなくなる。基本事項をしっかり押さえておけば、容易に解答可能な問題である。                                      
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